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次世 代 育成 の ため の 子育て に対 す る経済的支援策 に つ い て の 基盤 的研 究

一
社会保 障制 度 と所 得税 を統合 した ポ リシ ー ミ ッ ク ス ー

　 渡 邊　崇子

（専修大学大学院）

1 ．は じ め に

　わが国 の 少子化対策 と して は厚 生 労働省よ り 19943 。研究方法

年 の エ ン ゼ ル プ ラ ン 、1999 年 の 新エ ン ゼ ル プ ラ ン 、　 財務省 、 厚生 労働省 の 研究会 で 作成 して い る 報告書

2000 年 の 少子対策推進基本法などが展開 され て きて 及び OECD （Organisation」for　EconomiC　Co・operation

い る 。 しか し、子 育 て支援 の 施策 に つ い て は 、制度が and 　Development）デ
ー

タ か ら分析検討す る。

議論 され る こ と が 多 く、さま ざま な支援施策 の あ り方 4．結果及 び考察

や財源 を含 めた総合的な検討はあま り行 わ れ て こ なか （D 税制にお け る子 育て 支援 の 方法

っ た。また、子 育 て を取 り巻く環境 と して は 、 子育て

の 政策自体 を 取 り上げ る こ とが多 く、子育て 家庭の 経

済的状況 を考え た 子 ど も を養育す る 世帯 の 収 入 やそ の

状況 をみ る こ と は あ ま りなか っ た。

　 日本 の 税制 で は 所得税 を中心 に 人 的控除が行われ

て お り、子育て支援にお い て は 扶養控除が それ に該

当す る。所得税 にお け る子育て 支援策は次 の 2 っ の

方法があ る。（主要国につ い て は表 1 を参照）

　 し か し、子育て 世帯 へ の 調 査 な ど の 結 果 を 見 る と子   所 得控除
一

家族構成員 の 個 々 の 生活 上の 事情 を 納

ど も の 教育費などが か か る とい う理由か ら子 ど もを 生 　　税者 の 担税 力 の 減殺 要 因 とみ な して 行 わ れ る 人 的

む こ と を 断念せ ざる 終えない 家庭もある。こ うした点　　 控除 の ひ とつ で あ る 。

か ら考え る と今後子 育て 支援を推進す るため に は、子   税額控除
一

額控除は 課税所得 か ら
一

定 の 税率を掛

育て 家庭 に おける経済的支援は非常に重要 で あ る とい 　　 け算出され た税金か ら税額をさ しひ く こ とで ある。

え る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※ 上 記 とは別 に社会保障制 度一社 会保 障制 度 と して

　2003 年 に は 次世代育成支援施策 の 在 り方 に 関 す る　　手 当を給付する子育て支援の 方法もあ る。

研究会に よ り 『社会連帯に よ る 次世代育成支援 に 向け 表 1 主要 国の 譟 税単位と子育 て支援に お ける税負担軽滅

て』とい う報告 が 出され 、保育所等の 子 育て の サ
ー

ビ

ス だけで な く、子育て 家庭 に対す る経済的支援策の 総

合 的 な 取 り組 み が お こ なわ れ は じ め よ うと し て い る。

　従 っ て 今後、次世 代 育成 を社会全体 で行 い 、サービ

ス と経済的支援 を両方 を総合的 な支援策と して構築す

る こ と が 重要 で あ る e

2 ．研究 目的

　本研究 で は 、前回の 第 56 回 の 学会報告 で 行 っ た 子

育て に 関わ る経済的支援 で あ る児童手当と総合的 に 扱

うこ と が 考 え られ て い る所 得 税 を統 合 的 に子 育 て の 経

済的支援策 として とらえる。そ し て、次世代育成支援

に対す る経済的支援が税制 と社会保障制度 に お い て ど

の よ うに行 わ れ て い るか を世帯別 に分析 し、他国 と概

観しなが ら、日本 の 子 育て 支援施策 の 問題点 と今後 の

課 題 を検討 ・分析 す る。分析 は 都村 （1997）を も と に

OECD データを用 い て 税制 に よ る子育 て 家族 に 対す

る経済的軽減の 所 得 に対 す る 軽減割合を求 め、社会保 （出所｝OECD （2002）『ThXingWages1999’2000 』・PP・114
’355・

障制度等 の 主 要国の 子 育て の 経済的軽減策 の 特徴を 分
よ り作成

析 ・検討す し、日本の 今後の 支援策を検討する。　　   税制 に お け る主要国の 世帯別 に よ る優遇 措置

課税単位 税 制に おけ る子育

　 て 支援 の 方法

社会保

障制度

ス ウ ェ
ー

デン

個人 単位 な し 手当

イ ギ リス 個人単位 低 所 得 者 に税 額 控

除 あ り

手 当

ア メ リカ 個 人単 位 又 は

夫婦単位

所得控除、低 所得者

に 税額控除 あ り

手当

目本 個人単位 所 得控除 所得制

限あ り

の 手当

フ ラン ス N 分 N 乗課税

（世帯単位）

な し 手 当

ドイ ツ 世 帯 単 位 、個

人 単位 の 選 択

税 額控 除 な し
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税畔 規 研 育て 支畢に 岬 経済的軽減 の 所得 に 次 に 膕 き聯 紫 ρ・働 る ・
，’・一／
，　

一
］

対す る割合 （所得控除及 び 税額控除 に よ る総所得に 対
・イ ギ リス は、子 ど もの 有無 に対す る税制制度があま

す る 割合）を子 どもの 有 ・無 （2 人
・0 人） の 格差に　　りない が 低所得者に対す る 税額控除があ るため、単

よ りそ の 割合 を OECD 、データ．を用 い て 求 め る と次の 　 親世帯に 対す る経済的軽減が 大きい 。

よ うに なっ た。（図 1 参照）なお 、比 較 の 世帯 タイ プ　・ア メ リカ は、低所得者む け、特 に 単親世帯 に 対す る

は 単親 ・．共働 き ・共稼 ぎ ・片働 き世帯 の 4．p で あ る。　 優遇措置 が 大き い
。

　　 t ・
　 ・　　　　　 ．・　　・　　　　　 ．　 ・日 本は 、他 の 5 力 国 中、経済的軽減が最も少 ない

。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　扶養控除制度 の た め 4 つ め世帯の 中で
一
番高い 所得

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　め共稼ぎ世帯が 若干有利 で あ る。・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・
フ ラン ス は、課税単位 が N 分 N 乗 の ため、多子 家

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　庭 に 有利な税制 とな っ て い る。可 処 分 所 得 の 格 差 は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あま りな い 。　　　 ．、．．　 ．　　　　 ，

　
．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ドイ ツ は、税額控除 （pなめ、他 の 5 力 国の 中で二 番

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 経済的軽減 が 大きい 影響を受けて い る 。 特に 片稼ぎ

　　　　　　　　 ．．．　　　　 、．　 、・　 ・　　　 世帯 に 対 して 大きい軽減を行っ て い る。

図 1所得控除 及び 税頬控 除 に よ る 総所得に 対する 割合　　5 ．ま とめ 　　　　　．
’

一．ア メ リカ は   低所得煮に 対 して 、優遇度 が 高い 。　　 日本 の 経済的子 育て支援策 は、税 制 の 所得控除 ど所

．゚∵ 目・夲は税制 に串る経済的軽減箪が侭く あ ま りない
。 得制限 の あ る児童 手 当で お こ なわ れ で い る。税制は丶

・ イ ギ リス は 低所得者 の みに税額控除 が あ る が く そ 高所得者に 有利なシ ス テ ム ．
とな っ でお り、

「
さらに児童

　　の 程康ぽ低 く、フ ラン ス は税制 に よる子育 て に よ 手当は所得制限があ り、全 て の 子育て家庭に対 して 行

　　る軽済的軽辣はない 三　
い

　　　　　
！
　　　　われ て い る もの で は ない 。今回 の 分析によ り．、税制 に

・ドイ ツ は 、片働 き、共働き、共稼ぎ世帯 に優 遇 措置 お け る総所得 に 対す る経済的軽減の 割合が 他国に 比べ

　．が 多 く 見 られ る が」単親世帯 に は あ ま り多 くみ られ て 非常に 低 い。さらに 児童 手 当精度や 、 そ の 他 の 社会

　
．
な い 。

t／
　　 ：・　 ．　　　　　　

．
　　　　　 ，　　 保険料等を差 し 引 い た可 処分所得 に 対す る 経済的軽減

（3）主要国の 子 どもの 有無 に 串る 可 処分所得 に 対 す る の 割合 は 1、他国に 比 4 て さ らに低いもの ぞあるとい え

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る 。

　　
・・
　　 1→ ＿

． ウ．．f ．
　 t．、．．イ 判 ．　　 ア刈 力　　　　 弟回 の 発表で も述べ たように男童 手 当の 発達が 遅れ

　　 ，　　　　　 Hi 　　 →
「 。 ラ ．ス　 ー 一

ド背 　　　　　て い る理 由とし て、
』
児 童 手 当 の 成 立 時 に は 税制 に お け

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 る 所 得控除 とい う類似の 既存制度 が あ つ たためでもあ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 る とい われ て い る 。 しか し、所得税 の 所得控除 と社会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 保障制度の 児童手 当制度も含 め た、わ が 国の 経済的軽

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 減の 水準は 他国に 比 4 て 非常に 低い とい える。 これは 、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本 の 子 育て の 経済的 支援 が遅 れ てお り
、
「子育 て は 家

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 庭 で 行 う」とい う風 習の 影 響 を うけ て い る ともい える。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後 の 目本の 子育て 支援 に おけ る経済的支援策哄、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 税制 の 所得控除 と社会保障制度 の 児童 手 当を統合 して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 検討 し、子育て を行 っ て い る全 て の 家庭に経済的支援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 策を行 い 、子育て を社会 で 担 う方向た進 め て い く必 要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 があ る。　　　　　 　
・
　　　　

．’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 参考文 献 　　　　　　　　　　　　　 ・1　 ・’』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
圏
　　　 ・OECD （2002）『Ta】【i皿 g

“Wagee 』　，，「　
・
　　 ，

図 2 可処分所得 に対す る世帯別経済的軽減策 の 割合　・・次世代育成支援施策の 在 り方 に 関す る研究会（2003）

　
・ス ウェ

ー
デ ン は 所得控除、税額控除がない ため、　 『社会連帯に よる次世代育成支援に向けて』　 ，

ど の 世帯 に 対 して もあ ま り格差が み られ な い が 、共稼　
・
都村敦子 （1997） 「家族政策 と家族給付」 『日本社会

ぎが 若干 優遇 され て お り、そ の 次 に 単親、共働き世 帯、　　事業大学社会事業研 究 所年報』第 32 号
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